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会　　場 受 付 日 時間

末恒地区公民館 2月 17日（木）
午
前
９
時

～

正
午
・
午
後
１
時

～

４
時

大 郷 会 館 2月 18日（金）

神戸地区公民館 2月 24日（木）

湖南地区公民館 3月　3日（木）

明治地区公民館 3月　4日（金）

　

所
得
税
の
確
定
申
告
と
市
・
県
民
税
の

申
告
時
期
が
近
づ
き
ま
し
た
。　

　

市
役
所
で
の
申
告
は
、
駅
南
庁
舎
（
旧

ダ
イ
エ
ー
跡
）
と
各
総
合
支
所
で
受
け
付

け
ま
す
。

　

期
限
間
近
に
な
る
と
窓
口
が
混
雑
し
ま

す
。
申
告
は
、
早
め
に
準
備
し
、
で
き
る

だ
け
早
く
す
ま
せ
ま
し
ょ
う
。

①申告用紙、印鑑
②平成 16年中の収入・支出明細書や領収書、平成 16年分収支内訳
　書控え
③給与や年金、配当などの源泉徴収票や支払証明書
④雑損控除を受ける人は、損害を受けた住宅や家財の明細書、領収書 
⑤医療費控除を受ける人は、平成 16年中に支払った医療費の領収書、
　保険などで補てんされる金額の明細書
⑥国民健康保険料、国民年金保険料の平成 16年中に支払った額のわ
　かるもの。小規模企業共済等掛金がある人は、その支払証明書
⑦生命保険料、損害保険料控除を受ける人は、支払保険料の証明書
⑧寄付金控除を受ける人は、特定寄付金の明細書や領収書
⑨障害者や勤労学生を証明する書類
　※ 65歳以上の高齢者で知的障害者または身体障害者に準ずる者と
　して認定を受けた人は、障害者控除の対象となります。詳しくは
　高齢社会課☎（0857）20－3452まで 
⑩住宅取得等特別控除を新たに受ける人は ▽登記簿謄本や請負契約書 ､
　売買契約書などで取得日、床面積 ､請負代金などのわかる書類また
　はその写し ▽住民票の写し ▽借入金の年末残高証明書 ▽増改築 ､大
　規模修繕などは、建築確認通知書の写しまたは増改築等工事証明書

出張申告の日程

申告の
準備は
お早めに

申告期間は、
2月 16日～
3月 15日です

所
得
税

市
・
県
民
税

人
、
雑
所
得
（
年
金
な
ど
）
の
あ

る
人
、
土
地
や
建
物
、
株
式
を
売

却
し
た
人
な
ど
で
、
所
得
の
合
計

額
が
基
礎
控
除
、
配
偶
者
控
除
、

扶
養
控
除
、
そ
の
他
の
所
得
控
除

の
合
計
額
よ
り
も
多
い
場
合
は
必

ず
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

※
所
得
控
除
の
方
が
多
い
場
合
で

も
、
市
・
県
民
税
の
申
告
は
必
要

で
す
。 

　

農
業
所
得
の
計
算
は
、
収
入
金

額
か
ら
必
要
経
費
を
差
し
引
く
収

支
計
算
に
な
り
ま
し
た
。
農
業
所

得
申
告
を
す
る
人
は
、
収
入
と
経

費
が
わ
か
る
よ
う
、
通
帳
や
領
収

書
な
ど
を
準
備
し
て
く
だ
さ
い
。

　

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
人

は
、
所
得
税
の
確
定
申
告
が
必
要

で
す
。

①
給
与
の
年
収
が
、
２
千
万
円
を

超
え
る
人

②
給
与
所
得
、
退
職
所
得
を
除
く

所
得
合
計
額
が
、
20
万
円
を
超
え

る
人

③
２
カ
所
以
上
か
ら
給
与
を
も
ら

い
、
年
末
調
整
さ
れ
な
か
っ
た

給
与
収
入
金
額
と
、
給
与
所
得
や

退
職
所
得
以
外
の
所
得
の
合
計
額

が
、
20
万
円
を
超
え
る
人

※
②
と
③
に
つ
い
て
は
、
20
万
円

以
下
の
場
合
で
も
市
・
県
民
税
の

申
告
は
必
要
で
す
。 

 

　

次
の
よ
う
な
場
合
、
確
定
申
告

を
す
る
と
源
泉
徴
収
さ
れ
た
税
金

が
還
付
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

①
平
成
16
年
の
中
途
で
退
職
し
、

再
就
職
し
て
い
な
い
場
合 

②
災
害
、
盗
難
な
ど
の
損
害
を
受

け
た
場
合
（
雑
損
控
除
）
や
、
多

額
の
医
療
費
を
支
払
っ
た
場
合

（
医
療
費
控
除
）
な
ど 

 

③
住
宅
の
取
得
や
一
定
の
増
改
築

の
た
め
に
、
銀
行
な
ど
か
ら
借
り

た
住
宅
資
金
の
借
入
金
残
高
が
あ

る
場
合（
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
）

 

④
年
末
調
整
後
に
配
偶
者
の
所
得

や
扶
養
家
族
数
に
変
更
が
あ
っ
た

場
合 

※
還
付
申
告
は
１
月
か
ら
受
け
付

け
て
い
ま
す
。

　

平
成
16
年
中
に
所
得
の
あ
っ
た

人
は
、
市
・
県
民
税
の
申
告
が
必

要
で
す
。
た
だ
し
次
の
人
は
除
き

ま
す
。

①
所
得
税
の
確
定
申
告
を
し
た
人

②
年
末
調
整
を
受
け
た
給
与
所
得

以
外
の
所
得
が
な
い
人 

③
収
入
が
公
的
年
金
の
み
の
人

※
社
会
保
険
料
控
除
、
生
命
保

険
料
控
除
な
ど
を
受
け
る
場
合
は

申
告
が
必
要
で
す
。
な
お
、
平
成

十
六
年
中
に
所
得
が
な
い
場
合
で

も
、
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て

い
る
人
は
必
ず
申
告
し
て
く
だ
さ

い
。

　

国
民
健
康
保
険
料
（
税
）
の
算

定
は
、
前
年
の
所
得
な
ど
に
基
づ

い
て
行
い
ま
す
。
保
険
料
（
税
）

の
減
額
対
象
者
で
あ
っ
て
も
、
申

告
し
て
い
な
い
た
め
減
額
が
受
け

ら
れ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先　

市
役
所
駅
南
庁

舎
市
民
税
課
☎（
０
８
５
７
）20̶

３
４
１
４

　

所
得
税
は
、
自
分
で
所
得
と
税

額
を
計
算
す
る
申
告
納
税
制
度
に

な
っ
て
い
ま
す
。
所
得
と
税
額
を

正
し
く
計
算
し
、
期
限
内
に
申
告

と
納
税
を
す
ま
せ
ま
し
ょ
う
。

　

な
お
、
所
得
税
の
確
定
申
告
を

し
た
人
は
、
市
・
県
民
税
や
個
人

事
業
税
の
申
告
を
す
る
必
要
は
あ

り
ま
せ
ん
。
確
定
申
告
が
必
要
な

人
は
次
の
と
お
り
で
す
。  

 　

平
成
16
年
中
に
商
業
、
農
業
な

ど
を
営
ん
で
い
た
人
、
地
代
・
家

賃
な
ど
の
不
動
産
収
入
の
あ
る

給
与
所
得
の
人

所得税 住民税
基礎控除 ３８万円 ３３万円

配
偶
者
控
除

一　　般 ３８万円 ３３万円
老　　人 ４８万円 ３８万円
同居
特別
障害

一　般 ７３万円 ５６万円

老　人 ８３万円 ６１万円

配偶者特別控除 最高３８万円 最高３３万円

扶

養

控

除

一　　般 ３８万円 ３３万円
特　　定 ６３万円 ４５万円
老　　人 ４８万円 ３８万円
同居老親 ５８万円 ４５万円
同居
特別
障害
者

一　般 ７３万円 ５６万円
特　定 ９８万円 ６８万円
老　人 ８３万円 ６１万円
同居老親 ９３万円 ６８万円

老 年 者 控 除 ５０万円 ４８万円
勤労学生控除 ２７万円 ２６万円
障害者
控　 除

普通 ２７万円 ２６万円
特別 ４０万円 ３０万円

寡婦 (夫 ) 控除 ２７万円 ２６万円
特別寡婦控除 ３５万円 ３０万円

雑 損 控 除 詳 細 右
医 療 費 控 除 同額（最高２００万円）
社会保険料控除 全　　額
小規模企業控除 全　　額

生命保険料控除 最高５万円 最高
3万 5000 円

〃（個人年金分）最高５万円 最高
3万 5000 円

損害保険料控除 最高
1万 5000 円 最高１万円

寄 附 金 控 除 限度額有 共同募金会、
日赤支部など

所得税・市県民税控除額一覧表

※今後の税制改正により税率・控除額
などが変わる場合があります。

■所得税の確定申告（午前 8時 30分～午後 5時）
鳥取税務署（富安二丁目 89-4・☎（0857）22－2141）
税務相談室（同署内・☎（0857）23－8776） 
申告書の提出は郵送でも受け付けます。また、休日などには専用のポ
ストを設置していますのでご利用ください。なお、個人事業主の消費
税の確定申告と納税は３月 31日までです。
■市・県民税の申告（午前 8時 30分～午後 5時）
市役所駅南庁舎市民税課および各総合支所で受け付けます（総合支所
の受付日程については総合支所だよりをご覧ください )。
なお、左表の 5会場でも受け付けます。
■休日納税相談窓口の開設（午前 8時 30分～午後 5時）
２月 20 日・27 日
の日曜日は市役所
駅南庁舎で、納税
並びに納税相談窓
口を開設します。
納税がまだの人、
納税について相談
したい人はご利用
ください。  

ＪＲ鳥取駅

　ニュー鳥取
●ホテル
　ニュー鳥取
●ホテル県民ふれあい

会館
県民ふれあい
会館

南口

●●

●

●

● ●

● 　　●

●社会保険とっと
　健康管理センタ
●社会保険とっとり
　健康管理センター

●対翠閣さわやか会館

さざんか会館さざんか会館

高齢者
　福祉センター
高齢者
　福祉センター

市民税課鳥取市役所
駅南庁舎内 市民税課

鉄道記念公園鉄道記念公園

人権ひろば
ふらっと
人権ひろば
ふらっと

鳥取社会保険
センター
鳥取社会保険
センター 産業道路産業道路

ハローワーク
　　　鳥取
ハローワーク
　　　鳥取

鳥取税務署鳥取税務署

鳥取第1
合同庁舎内
鳥取第1
合同庁舎内

鳥取市役所
駅南庁舎内

※農協各支店での申告受付は、農協各支店の
統廃合や農業所得収支計算への移行などに
より見直しを行い、今回から実施しません。
総合支所管内の申告日程などについては総
合支所だよりをご覧ください。

一
般
の
人

所
得
税
の
還
付

申 告 に 必 要 な も の
申告と相談は、こちらまで

鳥取市役所駅南庁舎、鳥取税務署では、2 月 20・27 日の日曜日も平日どおり受け付けます

昭和 10.1.1
以前生まれ

合計所得金額が
1000 万円以下の者
の配偶者　※配偶者
特別控除のうち、配
偶者控除と重複して
控除される部分は本
年度から適用なし 

昭和 57.1.2 生～ 
昭和 64.1.1 生

昭和 10.1.1
以前生まれ

昭和 57.1.2 生～
昭和 64.1.1 生

昭和 10.1.1
以前生まれ

昭和 15.1.1 以前生ま
れ、合計所得金額が
1000 万円以下の人

合計所得金額が 65
万円以下の人

「損害金額 -保険金
などで補てんされる
金額」=Ａ
Aの金額を基として
計算した、次の①と
②のいずれか多い方
の金額
①A-（総所得金額
等の合計額× 10％）
②Aのうち災害関連
支出の金額 -5万円

支払金 (各種給付金
控除後）から 10万
円または総所得金
額の 5％いずれか少
ない額を引いた額


